
 

 

 

 
* 年金改革ウォッチは2013年1月より連載。2023年4月より毎月第2火曜日（2024年5月は第3火曜日）に連載。 
*1 厚生年金加入者に扶養される60歳未満で国内に住む年収130万円未満の配偶者は、国民年金保険料を納めない仕組み。第

３号被保険者の基礎年金は、1985年改正前の(主に夫の)旧厚生年金の定額部分と加給年金から分割されたもの(本誌2023年
8月号参照)。なお、第３号被保険者の要件を満たしていても、厚生年金の要件を満たしていれば、厚生年金の加入者となる。 
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1 ――― 先月の動き 

 年金部会は、議論の振り返りの第３回として、第３号被保険者制度などを議論した。働き方の多様

化を踏まえた被用者保険の適用の在り方に関する懇談会は、４月までに行った関係団体へのヒアリン

グを踏まえて、短時間労働者や個人事業所の適用範囲や、フリーランス等への適用の在り方を議論し

た。企業年金・個人年金部会は、確定給付企業年金の資産運用ガイドラインなどについて議論した。 

 
○社会保障審議会 年金部会 

5月13日(第15回) これまでの年金部会における議論の振り返り③ 他 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/nenkin_20240416_00001.html (資料) 
 
○年金局 働き方の多様化を踏まえた被用者保険の適用の在り方に関する懇談会 

5月14日(第5回) 短時間労働者に対する適用範囲の在り方 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/nenkin_20240131_00010.html (資料) 

5月28日(第6回) 個人事業所に係る被用者保険の適用範囲の在り方、複数の事業所で勤務する者、 

フリーランスやギグワーカーなど多様な働き方を踏まえた被用者保険の在り方 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/nenkin_20240131_00011.html (資料) 
 
○社会保障審議会 企業年金・個人年金部会 

5月22日(第35回) 確定給付企業年金の資産運用力向上のための施策、その他 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_40296.html (資料) 
 

2 ――― ポイント解説：国民年金の第３号被保険者制度 

 ５月の年金部会では、2023年９月や2024年１月に続いて、国民年金の第３号被保険者制度*1が議論

された。本稿では、当制度の仕組みを確認し、廃止した場合の影響や廃止以外の方策を検討する。 

1｜専業主婦が保険料を納めないのは不公平？ 

 当制度に対しては、「専業主婦[夫]が保険料を納めないのは不公平だ」という批判をよく聞く。確か

に、個人単位の「保険料を納めるか否か」に着目すれば、不公平に感じる。しかし、世帯単位の負担

と給付の関係に視野を広げれば、世帯収入が同じ片働き世帯と共働き世帯の負担と給付は同じになっ
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*2 ここでの就労は、厚生年金への加入を伴うものを指 

している。他の場合については、後述する。 
*3 図表１では、世帯年収600万円の夫婦の１人あたりと 

世帯年収300万円の単身者は、同じ負担と給付である。過去の年金部会では、これを可視化する２分２乗方式も議論された。 
*4 会社負担分は、第３号被保険者の基礎年金拠出金が不要になる分だけ厚生年金の保険料率が下がれば、軽減される。 
*5 現行の厚生年金では、定額型である基礎年金の費用を報酬比例型の保険料でまかなうため、所得再分配効果がある。 
*6 他の図表と世帯収入を揃えているため分かりづらいが、共働き世帯の片方(年収300万円)と年収600万円の単身世帯の

負担の比を見ると、図表１や２では両者の収入に比例して1：2だが、図表３では定額部分があるため1：1.7である。 
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ている*2（図表１）。 

 他方で、世帯収入が同じ夫婦世帯と単身世帯

を世帯単位で比べると、両者の負担は同じであ

るものの、単身世帯は基礎年金を１人分しか受

給しない（図表１下）。しかし、世帯員１人あた

りで比べれば、両者（夫婦世帯の１人あたりと単

身世帯）の負担と給付は同じになっている*3。 

2｜廃止した際の影響：片働きや低所得者が不利 

 当制度を廃止して専業主婦[夫]が国民年金保

険料を納める制度にした場合は、現行制度より

も片働き世帯の負担が増え、夫婦世帯間での公

平性が崩れる（図表２）。特に、本人負担で見る

と、大きな違いになる*4。 

 また、世帯間で負担を公平にするために全加

入者が国民年金保険料を納める制度にすると、

厚生年金における所得再分配機能がなくなるた

め*5、収入が少ないほど現行制度よりも負担が大

きくなる（図表３*6）。 

3｜廃止以外の方策(縮小策)：厚生年金の適用拡大

と収入基準の引下げ(厚生年金の要件との連動) 

 前述の例は第３号被保険者に収入がない場合

だが、実際には第３号被保険者のうち約半数が

就労している。この場合は、保険料の対象になら

ない収入が存在する点で共働き世帯より有利に

なり、第３号被保険者が収入基準(年130万円)を

考慮して就労調整を行う要因となる。 

 これを改善するには、厚生年金の適用拡大を

進めるのと同時に、第３号被保険者の収入基準を

下げる必要がある。共働き世帯との公平性を考慮

すれば、第３号被保険者の収入基準を厚生年金の

短時間労働者の賃金基準(現在は月8.8万円。年間で

105.6万円)に揃え、将来も連動させるべきだろう。

第３号被保険者の収入基準には給与以外も含むた

め両基準の完全な統一ではないが、金額の統一によ

り、分かりやすさと不公平感の改善を期待できる。 

 

図表１ 現行制度での世帯単位の負担と給付の例 

◆支払う保険料(年額) 
 

◆受け取る年金額(年額) 
 

(注１) 2024年度の金額。上記の年収(標準報酬)で40年間加入と仮定。 
(注２) 表示額での合計が若干異なるのは、表示時の四捨五入の影響。 

 

図表２ 専業主婦が国民年金保険料を負担する場合 
 

(注１) 筆者による粗い試算。2019年財政検証(追加試算での現行制
度)を参考に、第３号被保険者分の基礎年金拠出金が不要にな
る影響で厚生年金の保険料率が労使計で0.6ポイント低下す
ると仮定。低下幅は厚生年金適用拡大の想定などで変わるが、
片働き世帯の負担が共働き世帯より大きくなる傾向は同じ。 

(注２) 給付は、当面は現行制度と同じだが、将来の見通しは現行制度
と異なりうる(マクロ経済スライドの停止時期が変わりうる)。 

 

図表３ 全加入者が国民年金保険料を負担する場合 
 

(注１) 筆者による粗い試算。凡例や給付への影響は図表２と同じ。 
(注２) 図表２と同様に、基礎年金拠出金が全額不要になる影響で、 

厚生年金の保険料率が労使計で4.6ポイント低下すると仮定。 
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